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この 追 補 は， 改正 内容が 記載され ています 力 5 ， J1SB 9704-1:2006 を 

併読して 用いて 下さい。 



平成 23 年 4 月 25 B 改正 

日本 工業 標準 調査 会 審議 

(曰 本 規格 協会 発行） 

著作 «^ により での (tW, ^等 は 禁止され ております。 



B 9704-1 ： 2011 (lEC 61496-1 ： 2004/Amd.1 ： 2007) 



まえがき 
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済 産業 大臣が 改正 した も ので， こ れに よって， JIS B 9704-1:2006 は 改正され， 一部が 置き換え ら れた。 
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機械 類の 安全性 - 電気 的検知 保護 設備 - 
第 1 部 ： 一般 要求 事項 及び 試験 

'jfefi 1 



Safety of machinery 一 Electro-sensitive protective equioment 
Part 1: General requirements and tests 
(Amendment 1) 

JIS B 9704-1 :2006 を， 次の よう に 改正す る 。 



追 補の 序文 

この 追 補 は， 2007 年に 発行され た IEC 61496-1:2004 の Amendment 1 を， 技術的 内容 及び 構成 を 変更す 
る ことなく J1S B 9704-1:2006 の 追 補 1 と し て 作成 した ものである。 

こ の 追 補 は， OSSD 信号に 替わ る 出力 信号の 伝送に 用いる データ イン タフ ヱース 及び 通信 ィ ン タフ エー 
ス に関する 追加 要求 事項 を 規定す る。 

1. (適用 範囲） の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

データ （通信） インタフェース を， 附属 書 A に 示す。 データ （通信） イン タフ ヱ一 スは， ESPE の 安全 
関連の 任意 付加 機能の 制御に も 用いる ことが 可能で ある 力 s， この 規格 は， 任意 付加 機能の 制御に 用いる デ 
一夕 （通信） イン タフ ヱース に対する 特定の 要求 事項 は 規定し ない。 このような 用途に 対して は， 別の 規 
格 類 [例えば， J1SB 9705-1， JIS B 9961, TS B 62046, IEC 61508 (all parts)] を 用いて 安全 関連 機能の た 
めの 必要条件 を 決定す る こ とがで きる。 

1. (適用 範囲） の 備考の 対応 国に ミ 規格 を， 次に 置き換える。 

1EC 61496-1:2004 , Safety oi machinery ― Electro-sensitive protective equipment ― Part 1 : General 
requirements and tests 及び Amendment 1 (2007) (IDT) 

2. (引用 規格） の JIS B 9960-1 の 後に， 次の 規格 を 追加す る。 

JIS B 9961:2008 機械 類の 安全性 一安 全 関連の 電気 • 電子 • プロ グラマ ブル 電子 制御システムの 機能 
安全 

i)S ぜ IEC 62061:2005， Saietv of machinery ― Functional safety of safety-relatea eiectncal, electronic and 
programmable electronic control systems 力 \ し の規 * 各 と -一致 してい 。 
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2. (引用 規格） の J1SC 0664 を 削除し， JISC 60068-2-29 の 後に 次の 規格 を 追加す る。 

JIS C 60664-1:2009 低圧 系統 内 機器の 絶縁 協調 一 第 1 部 ： 基本 原則， 要求 事項 及び 試験 

fe 考 IEC 60664-1:2007 , Insulation coordination for equipment within low-voltage systems — Part 
1 : Principles, requirements and tests 力 \ し の 規格 と 一 致 している。 

2. (引用 規格） の IEC 60439-1 の 備考の 2 行 を 削除す る。 

2. (引用 規格） の IEC 60249-2 を 削除し， 次の 規格に 置き換える。 

1EC 60249-2: 1 970, Metal-clad base materials for printed circuits ― Part 2: Specifications 

3. 定義 

3.5 [電気 的検知 保護 設備 （ESPE: electro-sensitive protective equipment)] の 定義 及び 備考 を， 次の 文に 置き 

換える。 

保護 トリップ 又は 存在 検知 のために， 協調して 作動す る 機器' 構成 品の アセンブリであって， 少なく と 
も 次の 構成 品 を もつ もの （以下， ESPE という。）。 
一 検知器 
- 制御 • 監視 機器 

一 OSSD (3.19 参照） 及び/又は 安全 関連 データ インタフェース 

備考 1. ESPE と共に 用いる 安全 関連 制御システム 又は ESPE 自体 は， 上記 構成 品の 他に SSD.. (？, 

参 厘)， ミュー ティング J_ も& 《参 巡).， SPMj も;? 7._ 参照 L など を 含む ことがある （附属 書 A 
参照)。 

2. 安全 関連 通信 ィ ン タフ ヱ ースも ESPE と 同じ ェン クロージャ 内 に 組み込む ことがある。 

3.17 [オフ 状態 （OFF-state)] の 定義 を， 次の 文に 置き換える。 

制御 対象の fe. 械を 停止 又は 起動 不能 （例えば， 機械の 起動 制御 回路に 制御 電流が 流れない 状態） にす る 
ような ESPE 出力の 状態。 

3.18 [オン 状態 （ON-state)] の 定義 を， 次の 文に 置き換える。 

制御 対象の 機械の 運転 を 可能 （例えば， 機械の 起動 制御 回路に 制御 電流が 流れる 状態） にす るよう な 
ESPE 出力の 状態。 

3.21 [応答 時間 （response time)] の 定義の 後に， 次の 備考 を 追加す る。 

備考 1. ESPE が 安全 関連 データ イン タフ ヱ ースを 含む ときの 応答 時間 は， 安全 関連 データ イン タフ 
ェ ースの 出力 に おいて 定義す る 。 

2. ESPE のェン クロージャ 内に 安全 関連 通信 イン タフ ヱ ースを 含む ときの 応答 時間 は， 安全 関 
連 通信 イン タフ ユースの 出力に おいて 定義す る。 この場合の 応答 時間 は， 通信網の プロ トコ 
ル 及び ァ一キ テク チヤに も 依存す る。 

3. ESPE が 安全 関連 デ一 タイ ン タフ ヱ ース 及び OSSD の 両方 を もつ 場合の ESPE の 応答 時間 は， 
安全 関連 デー タイン タフ ヱース 出力 及び OSSD 出力 と の 間で 互いに 異な る ことがある。 
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3.28 [供給者 （supplier)] の 定義の 後に， 次の 定義 を 追加す る。 

3.29 安全 関連 データ インタフェース （safety-related data interface) OSSD の 状態 （オン 又は オフ） に 相 

当す る 意味 を 表すた めに 用いる， ESPE 出力と 安全 関連 通信 イン タフ ヱース との 間の 1 対 1 (ピア 対 ピア） 
直接 接続に よる ィ ン タフ ヱ ース。 

備考 1. 安全 関連 データ インタフェース は， 通信 相手の アドレス を 指定す る 機能 はない。 
2. 安全 関連 データ イン タフ ヱース は， 透 や 双方 向性 を もつ ことができる。 
3.30 安全 関連 通信 イン タフ ェ一ス （safety-related communication interface) 安全 関連 制御機 能の 伝送に 
用いる， 通信 バスと 安全 関連 データ イン タフ ヱース との 接続 部。 

3.29〜3.33 を， 次の 細分 箇条に 置き換える。 

3.29 を 3.31 に， 3.30 を 3.32 に， 3.31 を 3.33 に， 3.32 を 3.34 に 及び 3.33 を 3.35 に 置き換える。 

4. 機能， 設計 及び 環境に 対する 要求 事項 

4.1.3 (ESPE の タイプ 別） の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

OSSD に 相当す る 機能 を 】 系統の 安全 関連 データ イン タフ ヱ ースを 用いて 実行す る 場合 は， データ イン 
夕 フ ヱ一 ス 及び 一緒に 用いる 安全 関連 通信 ィ ン タフ ヱ一 スは， 4.2.4.4 の 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら な 
い。 この場合， 1 系統の 安全 関連 データ イン タフ ヱ一 スは， タイプ 3 又は タイプ 4 の ESPE に 要求され る 
二つの OSSD に 相当す る 機能 を 果た す ものと みなす。 

4.2.2.1 (一般 事項） の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

ESPE が OSSD に 相当す る 機能 を 実行す るた めに 安全 関連 通信 イン タフ ヱ一 スを 用いる 場合 は， 4.2.2.3 
〜4.2.2.5 の 障害 検出 要求 事項 は， JISB 9961 又は IEC 61508 (all parts) に 規定す る 適切な SIL (例えば， 夕 
イブ 4 に 対し SIL3， タイプ 3 に 対し SIL2， タイプ 2 に 対し SIL1) に 関連す る 要求 事項 を 含む ものに 変更 

する こ とがで きる。 

4.2.4.1 (一般 事項） の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

OSSD の 作動 （例えば， オフ 状態への 移行） に関する 要求 は， 適宜， OSSD の 作動に 相当す る 安全 関連 
データ インタフェースの 作動に 関する 要求に 読み替える。 1 系統の 安全 関連 データ イン タフ ヱ ースを 用い 
る ことによって， 二つの OSSD を 用いる システムと 同等の 要求 を 満たす ものと みなす。 

4.2.4.4 (データ通信 イン タフ ヱ ース） を， 次の 文に 置き換える。 

4.2.4.4 安全 関連 データ イン タフ ヱース 及び 安全 関連 通信 インタ フ ヱース 通常の 運転 中に 検知 器が 作動 

したと き， ESPE は， 検知器 又は ESPE の 状態 情報 を， 安全 関連 データ インタフェース を 介して 送信す るよ 
う に 応答 し な ければ な ら な い。 状態 情報 は， 安全 関連 通信 ィ ン夕 フェース によって データ 電文に 変換す る 。 
安全 関連 データ インタフェース は， ESPE の タイ プ別 に 要求され る 性能 と 同等 レベルの 耐障害性 能 を も 
たなければ ならない。 

安全 関連 通信 イン タフ ヱース は， ESPE と は 別の 外部 ェン クロージャに 組み込む 設計 [図 la)] にしても 
よいし， ESPE と 同じ ェン クロージャ 内に 組み込む 設計 [図 lb)] にしても よ レ\ 

安全 関連 通信 ィ ン タフ ヱース は， この 規格に よる ほ 力 \ JIS B 9961 又は SEC 61508 (all parts) が 規定す る 
適切な SIL (例えば， タイプ 4 に 対し SIL3， タイプ 3 に 対し S1L2， タイプ 2 に 対し SIL1) に 関連す る 要 
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求 事項 を 満たさなければ ならない。 

安全 関連 通信 ィ ン タフ ヱ ースを ESPE 内に 統合す る 場合に は， ESPE 全体が JIS B 9961 又は 1EC 61508 (all 
parts) の 関連 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら ない。 

備考 データ通信 技術に は 特殊性が あるた め， 安全 関連 通信 イン タフ ヱ一 スには JISB 9704-1. と は 別 
の 規格が 適用され る。 別の 規格の 規定との 重複 を 避ける ために， この 規格で は 安全 関連 通信 ィ 
ン タフ ヱース に対する 機能 要求 事項 は 規定して いない。 



検知器 



制御 • 監視 機器 



安全 関連 データ 
インタフェース 



ESPE 



検知器 
制御 • 監視 機器 



安全 関連 データ 
インタフェース 



インタフェース 



安全 関連 通信 
インタフェース 



a) b) 
図 1 一 安全 関連 通信 ィ ンタ フェース を 用いる ESPE の 例 

4.2.6 (調整 手段） を， 次の 文に 置き換える。 

4.2.6 調整 手段 全ての調'^^1^段は，調整可能範囲のぃかなる調整点にぉぃても危険側故障が起こ らなぃ 
よ う にしなければ ならない。 調整 手段の 故障が ESPE の 検出 関連の パラメタ 設定に 対して 意図し ない 変化 
を 及ぼして はならない。 

4.2.11.2 (要求 事項） の a) を， 次の 文に 置き換える。 

a) ソフト ゥ ヱァ， デ バイ ス プロ グラ ム 及び デバ ィ ス 機能 設計 は， 適切な SIL (例えば， タイプ 4 に 対 し 
SIL3, タイプ 3 に 対 し SIL 2, タイプ 2 に 対 し SIL 1) に 応じ て 1EC 61508-3 に 従って 作製 し な ければ 

ならない。 

4.3.2.2 (瞬時 停電） の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

特殊の 電源から 給電す る （例えば， 安全 関連 通信 イン タフ ユースから 直接 給電す る。） ように 設計され た 
ESPE において は， 瞬時 停電 を， ESPE 入力 端で はなく 指定の 電源 入力 端に おける 停電と みなしても よい。 



警 flSMffi に よ り •》 でめ 慶鼴， mmm は 禁止 さ れて お ります。 
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5. 試験 方法 

5.1.1.2 (運転 条件） の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

OSSD の 替わり に 安全 関連 データ ィ ン タフ ヱ ースを 用いる 場合 は， 供給者の 指示に 従って， ESPE の 状態 
を モニタす る 手段 を もつ 通信 系統に ES PE を 接続 しなければ ならない。 



5.1.2.2 (測定 精度） の 後に， 次の 5.1.2.3 を 追加す る。 

5.1.2.3 安全 関連 通信 インタフェースと 組み合わせて 用いる ESPE の 環境 試験の 条件 ESPE 及び 安全 関 

連 通信 イン タフ ヱース は， 一緒に 組み合わせて 試験し なければ ならない （図 2 參 照）。 安全 関連 通信 インタ 
フェースの 出力 信号 は 静的で はない ので， データ 受信器 を 用いる 必要が ある。 供 試 装置 （通信 イン タフ ヱ 
—スを 含む。） 及び， 検知器 又は ESPE の 状態 を モニタで きる データ 受信器 （例えば， PLC 又は モニタ 機器） 
とで 試験 回路 を 構成す る。 

電気 的 妨害に 対する イミ ュニ ティ 試験 を 行う 場合に は， 通信 バスと 供 試の ESPE と を 分離で きる 適切な 
試験 用 アダプタが 必要な 場合 も ある。 



検知器 
制御 • 監視 核 器 



安全 関連 データ 
イン 夕 フェース 










安全 関 
インタ: 


連 通信 
フェース 



ESPE 



供 試 装で 



通信 バス 




図 2 -安 全 関連 通信 インタフェース を もつ ESPE の F.MC 試験の 設定 



5.2.3.1 (一般 事項） の 備考 を 削除し， 次の 文に 置き換える。 

安全 関連 通信 ィ ン タフ ヱ ースを 用いる ESPE の 場合 は， 次の 限定 機能 試験に おいて は， "OSSD が オン 状 
態 又は オフ 状態に 移行す る" という 表現 は， "OSSD の 状態に 相当す る 検知器 又は ESPE の 状態 を 示す 安全 
関連 メッセージ （例えば， 電文)" と 読み替える。 



5.2.3.4 [限定 機能 試験 C (C 試験)] の 末尾に， 次の 文 を 追加す る。 

構成 品の 永久 故障に よって ESPE が 正常な 作動 を 再開で きない 場合で も， その 故障が 通信 インタ フエ 一 
スの 構成 品 だけに 限られ， イン タフ ヱ ースの 故障 中 その 出力 （OSSD 相当の 出力） が オフ 相当 状態に 留ま 
つてい る こと が 確認 さ れ るなら ば そ の 故障 は 許容す る 。 

備考 （危険 側 故障 試験 を 行う ときの ような） 極めて 強い 電気 的 妨害の 下で は， 通信 インタフェース 



著作権法 によ り 無断での 蜜驅， 転載 等 は 禁止され ております。 
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の 部品の 一部が 永久 故障に 至り ESPE の 正常な 作動 を 再開で きないよう になる 可能性が ある。 

5.2.8.3 (ソリッド ステート 式 OSSD) の 後に， 次の 5.2.8.4 を 追加す る。 

5.2.8.4 安全 関連 データ インタフェース 及び 安全 関連 通信 インタフェース 構成 品の 脱落 又は 取 外しが 

危険 側 故障 を 招かない こ と を 試験に よって 確認し なければ ならない。 

5.2.8.1 で 規定す る OSSD の 電気 試験 （短絡， 断線 及び 不適切な 負荷） は， 安全 関連 データ イン 夕 フエ 一 
ス 及び 安全 関連 通信 ィ ン夕 フェースに 適用で きない 場合 は， この 試験 を 除外す る ことができる。 

統合した 通信 イン タフ ユースの 安全 イン テグ リ ティ は， 4.2.4.4 の 要求 事項に 従って， 試験の 実施， 系統 
的な 分析， 並びに 試験 デー タ 及び 試験 報告書の 検査に よ つ て 確認 し な ければ な ら ない。 

7. 附属 文書 

7. (附属 文書） の g) を， 次の 文に 置き換える。 

g) 安全 関連 通信 インタフェース を 用いる 場合 は， 総合 応答 時間 を 決定す るた めの 手順 
7. (附属 文書） の ak) を， 次の 文に 置き換える。 

ak) 安全 関連 通信 イン タフ ヱース （4.2.4.4) を ESPE に 統合す る 場合 は， 適切に 統合す るた めに 必要な 運 

転 上の 制限 条件 及び タイ ミ ング 特性 

参考文献の 末尾に， 次の 標準 仕様書 を 追加す る。 

TS B 62046:2006 機械 類の 安全性 一人 を 検出す る 保護 設備の 使用 基準 

ii 用ぜ lEi/TS oz04o:2004, Saietv of machinery ― Application of protective equipment to detect the presence 
of persons 力;， この 規格と 一致して いる。 

附属 書 A (規定) ESPE の オプション 機能 

A. 1 (—般 事項） の "備考" を "備考 1." に 置き換え， 末尾に 次の 文 を 追加す る。 

任意 付加 （オプション） 機能の 信号 を 安全 関連 データ （通信） イン タフ ヱ ースを 介して 伝送す る 場合， 
ESPE の タイプ 又は 安全 機能に 見合う 適切な SIL を もつ 安全 関連 データ （通信） ィ ン タフ ヱース によって 
ハード ワイヤに よる ディスク リート 信号 接続 と 同等の 機能 を 実行で き るなら ば， ESPE の ハー ド ワイヤ 結 
線に 対する 要求 事項 は， データ （通信） イン タフ ヱース に対して は 除外す る ことができる。 

備考 2 . 宏金 闘產 デニ え- (環僵 1: ヒ^ Z ふ- 9_1I_L__ き Jtg_t る- 合！ SIL 3 は タイプ 4 の ESPE に 対 し て， 
SIL2 は タイ プ 3 の ESPE に対して， SIL1 は タイプ 2 の ESPE に対して 適切で ある。 

附属 書 B (規定） ESPE 電気 用品の 単一 障害 一覧表 （本体 5.3 の 危険 側 故障と して 考慮すべき もの） 

B. 1.2 及び B.2.2 の 表 内の "JISC 0664" を， "J1S C 60664-1" に 置き換える。 

B.4.2 の 表 内の "JISC0664 の 表 1" を， "JIS C 60664-1 の 表 FJ" に 置き換える。 



著作 擔法 により IMTc^*!*, iUI 等 は 禁止され ております。 
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機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 

第 1 部： 一般 要求 事項 及び 試験 （追 補 1) 

解 説 

この 解説 は， 規格に 規定' 記載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本規格協会 である。 

1 追 補 発行の 趣旨 

追 補 対象 規格 は， J1S B 9704-1: 2006 (機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 及 
び gi\ik ノ でめり, 1EC 61496-1 ： 2004 (Safety of machinery ― Electro-sensitive protective equipment — Part 1: 
General requiremnets and tests) の 国際 一致 規格で あ る。 2007 年 9 月 に IEC 61496-1： 2004 に 対す る Amendment 
1 が 発行され たので， この 規格 を， 1EC 規格に 螯 合させる ために Amendment l に 対応す る 追 補 を 発行す る 
ことと した。 

2 追 補 発行の 経緯 

JIS B 9704-1: 2006 に 対応す る IEC 61496-1 Ed.2 は， 2004 年 2 月 に 発行され た もので あり， Ed.2 に お け 

る 主な 改正 点 は 次の 2 点 であった。 

1) タイプ 3 の ESPE に対する 規定の 追加 

2) ソリッド ステート 式 OSSD の 規定 追加 

上記の 2) は， キ：^^械接点式 OSSD に 替わる ソ リ ッ ドス テート 式 OSSD の 技術 を 反映した ものであった 力 s， 
このと き 既に 現場で は OSSD の 替わ り に データ通信 ィ ン タフ ヱ一 スを 用いる 安全 制御が 使われ 始めて いた。 

IEC 61496-1 の メンテナンス チーム （MT) は， Ed.2 発行 後す ぐに 機械の 安全 停止 制御に データ通信 を 用 
いる 場合の 要求 事項 を Amendment によって 規格化す る 作業に 着手した。 

社団法人 日本 機械工業 連合会 （IEC/TC44 国内 委員会） は， MT に エキスパート を 派遣し Amendmentl 作 
成に 参加した。 国内 意見 は コメント として 提出した。 DC, CDV, FDIS の 審議， 投粟を 経て Amendment 1 
が 2007 年 9 月 に 発行され た。 

Amendment 1 の 発行 を 受けて， 1EC/TC44 国内 委員会が JIS 原案 作成 委員会 となって こ の 追 補の 原案 を 作 
成した。 

3 適用 範囲 

この 追 補 は， OSSD 出力に 相当す る 信号 を データ通信 によって 機械に 伝送す る 場合の 要求 事項 を 扱って 
いる。 その他の 制御 • 監視 信号 を データ通信 を 用いて 授受す る ことに ついては， この 追 補 は 規定して いな 

い。 

ESPE に 関連す る データ通信 システムに は， 次の サブ シ ス テムが 含まれる。 
一 ESPE 側の デー タイン タフ エース 

解 1 
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- ESPE 側の 通信 イン タフ エース 

一 通信 バス 

- 機械 側の 通信 インタフェース 

- 機械 側の データ インタフェース 
この 追 補 は， ESPE 側 の データ インタフェース 及び ESPE 側 の 通信 インタフェース について 規定して いる。 
データ通信 システムの 機能 安全性 （SI し， PL, カテゴリ） は， この 追 補で は 規定して いない。 これら を規 
定， 評価す る 場合 は， 他の 機能 安全 規格 [JISB9961， JISB 9705-1, IEC 61508 (all parts) など] を 用いる 
必要が ある。 

4 懸案 事項 

4.1 タイプ， SIL, PL, カテゴリの 対応 

JIS B 9704-1 は， ESPE の 機能 安全性 を タイプに よって 定義し 分類して いる。 制御システムの 安全性の 指 
標 として は タイ プの 他に， JIS B 9705-1 が 定義す る カテゴリ， PL, 及び JIS B 9961, IEC 61508 (all parts) 
などが 定義す る S 止 も 用いられる。 これらの 相互関係に ついては， まだ 国際規格 上で 確立され た 解釈， 規 
定 がない。 この 追 補で は， ESPE の タイプに 応じて， 用いるべき 通信 システムの SIL を 次のように 想定し 
ている 力、 要求 事項で はない。 



ESPE の タイプ 


対応 させる 通信 システムの SI.L 


タイ プ 4 


SIL3 


タイプ 3 


SIL 2 


タイプ 2 


SIL 1 



これらの 安全性 指標の 相互関係に ついては， JIS B 9704-1 第 3 版への 改正 時には， 更に 明確に できる と 

考えて いる。 

5 その他 解説 事項 

5.1 通信 データの フォールト トレランス 性 

ハードウェアの OSSD を 用いる ESPE では， 力 テ ゴ リ 3 及び 力 テ ゴ リ 4 の 場合， OSSD を 2 個 以上 備え 
る こと が 要求 されて いる。 1 個 の OSSD が 故障 しても 他の OSSD 力 《機能 を 果た す こと が 要求 されて いる。 
この 追 補 は， OSSD に 替えて データ通信 システム を 用いる 場合， カテゴリ 3 及び カテゴリ 4 の ESPE であ 
つても 1 系統のィンタフェースを備ぇることでょぃとしてぃる。 1 系統で 運用す る 通信 システムに はフォ 
ールト トレランス 性がない ので， 通信 システムの 機能 安全性 は 十分 高い 必要が ある。 通信 システムの 故障 
が 常に 機械の 安全 側に 働く よ う に 制御 論 通 を 構 集す る こ と も 重要で ある。 

ESPE の 出力 信号の 伝送に 通信 システム を 用いる 場合， 制御 系の 安全性の 設計 及び 立証に は システム ィ 
ンテ グレー シ ヨンの 能力が 必要で ある。 機械， ESPE, 及び 通信 システム （バス） の 仕様， 要求 を 全て 考慮 
に 入れて 総合的に 安全性 を 割り当て， 達成度 を 評価す る 必要が ある。 
5.2 直流 電源の 瞬時 停電 

この 追 補に おいて， 4.3.2.2 に 次の 規定が 追加され た。 
"特殊の 電源から 給電す る （例えば， 安全 関連 通信 イン タフ ヱース から 直接 給電す る。 ） ように 設計され 
た ESPE において は， 瞬時 停電 を， ESPE 入力 端で はなく 指定の 電源 入力 端に おける 停電と みなして もよ 
い。 " 

解 1 

著作権法に よ り 無断での Oli 18« 罄は 禁止され て おります。 



9 

B 9704-1 ： 2011(IEC 61496-1 ： 2004/Amd.1 ： 2007) 解説 

この場合， 直流 電源 は "特殊の 電源" とみな してよ いと 考えられ ている。 直流の 瞬時 停電に 対して ESPE 
内部の 電源 を 無 停電 化する に は， 超大 容量の コンデンサ を 必要と する 力、 これ を 実装す る こと は 現実的で 
ない。 認証 機関 は， 直流 生成 回路の 交流 入力 端に おける 瞬時 停電 を もって TESPE 電源の 瞬時 停電と 認めて 
いると の 実例が 報告 されて いる。 

6 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9704-1 追 補 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 



(委員 兼 分科会 主査) 
(分科会 委員） 



(オブザーバ） 



腿 

横 浜 国立大学 

社団法人 日本 電機 工業 会 

長 岡 技術 科学 大学 

経済 産業 省 産業 技術 環境 局 

厚生 労働省 労働 基準 局 

社団法人 産業 安全 技術 協会 

社団法人 日本 印刷 産業機械 工業 会 

社団法人 日 本 工作機械 工業 会 

社団法人 日本 鍛圧 機械工業 会 （株式会社 

小 森 安全 機 研究所） 

社団法人 日本 電気 制御機 器 工業 会 （IDEC 
株式会社） 

社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 （JUKI 株式 
会社） 

社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 

テュフ ライン ランド ジャパン 株式会社 

セーフ ティ プラス 株式会社 

オーク マ 株式会社 

川 崎 重工業 株式会社 

株式会社 キトー 

日本 信号 株式会社 

布目 電極 株式会社 

株式会社 ダイ フク 

株式会社 明電舍 

株式会社 安川 電ぉ^ 

富 士電核 K 器 制御 株式会社 

三菱 電機 侏 式 会社 

オムロン 株式会社 

IDEC 株式会社 

SUNX 株式会社 

株式会社 山武 

ジック 株式会社 

社団法人 産業 安全 技術 協会 

オムロン 株式会社 

北陽電 株式会社 

経済 産業 省 製造 産業 局 



巳 一 文 彦栄ニ 男芳裕 

あ 修孝隆 信 健 時元雅 



氏 



本 田 田 口 速 川 内 本 森 

塚 吉福江 安市 竹 山 小 

〇 



司 

田 



道 弘浩ー 一光 善 次 吾一 志 志 一 強 雄 宣隆男 巳 義広弘 解 

敏吉 栄広修 一正 幸 信 健 清 正 俊 芳佳清 光辰 孝直義 

浦 田 沼 條川川 井原 藤 田 山 花 田 本 野 川 藤 住 子 原地賀 

見 谷 

三 杉 平 西 十 石 坂 石 内 羽 小 月 坂 松 関長須 黒金 高嶋加 



〇 〇 〇 



拳 



著作 iltfe により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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(事務局） 須藤 次男 社団法人 H 本^ 械 工業 連合会 

注記 〇 印 は 分科会 兼任， 參印は 分科会 専任 を 示す。 

(執筆者 須藤 次男) 



解 4 



著作 宿 法に よ り での »観， 黎は 禁止 さ れて お ります。 



★JIS 規格 票 及び JIS 規格 票 解説に ついての お 問合せ は， 規格 開発部 標準 課まで， できる 限り 電子 
メール （E-mail: sd@jsa.or.jp) 又は FAX [(03)3405-5541] TEL [(03)5770-1571] でお 願いいた しま 
す。 お 問合せに お答えす るに は， 関係 先への 確認 等が 必要な ケースが ございま すので， 多少お 時 
間が かか る 場合が ご ざいます。 あらかじめ ご了承く ださい。 

★J1S 規格 票の 正誤 票が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊誌 "標準化と 品質管理" に， 正 • 誤の 内容 を掲) ('れ 3 たします。 

(2) 原則として 毎月 2 1 日 （ 2 1 日が 土曜日， 日曜日 又は 休日の 場合に は， その 翌日） に， "日経 産 
業 新聞" 及び "日刊 工業 新聞" の JIS 発行の 広告欄で， 正誤 票が 発行され た JIS 規格 番号 及 
び 規格の 名称 を お 知 ら せいた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 票が 発行され た 場合， 自動的 
にお 送りいた します。 

★J1S 規格 票の ご注文 は， 出版 事業部 出版 サービス 第一課 [FAX(03)3583- 0462 TEL(03)3583-8002] 
まで， お 申込みく ださい。 
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